
組織 と個人の新統合システム :試論

I 序

筆者はこれまでの研究において,組 織における 「個」の尊重という理念を掲
1)

げ,組 織と個人の統合 という枠組みのなかで,こ の問題を研究してきた。

今 日,組 織と個人を取り巻 く環境は大きく変化しつつある。国際化,情 報化,

雇用の流動化によって, 日本の企業は従来の雇用慣行およびマネジメントの見

直しを迫られている。企業がグローバルに活動を展開するようになると, 日本

企業に固有の慣行を維持することは困難になる。また情報 。通信技術の発達に

よって,職 場ではフェイス ・トゥ・フェイスの関係が減少し,仕 事のなかに人

格的要素が乏しくなる。そして働き方は,時 間的にも空間的にもフレキシブル

になる。将来は,複 数の企業に対して多元的に帰属するようなケースも増えて

くるであろう。さらに雇用の流動化,雇 用形態の多様化によって,個 人の組織

に対する関わり方はいっそう限定的なものになっていく。

このような社会的 ・技術的条件の変化は,上 述した個の尊重を実現するうえ

で好機でもある。個人にとって,さ まざまな局面で選択の余地が拡大し, 自律

性が高まるからである。もっともそれが無条件に個の尊重へと結びつくわけで

はなく,対 応の仕方しだいでは逆の道をたどる可能性も大いにある。それだけ

明確な指針と理論的裏付けが重要になってくるということである。

筆者は,上 述したような環境のなかで進行するプロフェッショナル化という

現象に着日し,そ こから個人を尊重しなおかつ組織の利益と両立できるような

肇田太

1)大 田 (1993),(1994),(1996b)な どを参照。
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関係についてひとつの展望を見出そうとしている。

労働力の統計が示すように,専 門的 ・技術的な職業の占める比重は高まる一

方である。さらに,今 後日本の労働者が国際的な競争のなかで生き残るには,

専門的知識 ・技術にいっそう依存せざるを得ないという現実がある。すなわち,

専門的な能力を用いて働 く労働者が,社 会のなかでもまた組織のなかでももは

やマイナーな存在ではなくなってきているのである。

問題は,こ のような人々をいかにして組織と統合 し,マ ネージしていくかで

ある。暗黙のうちに 「組織人」を想定していたこれまでの伝統的な統合の枠組

みでは,真 の意味で彼らを組織と統合することが難しくなっている。新しい統

合のシステムを構築することが必要なのである。

プロフェッショナル ・ワークの特徴のひとつとして,仕 事と個人人格の分離

が困難であること,そ して個人の自発性, 自律性に大きく依存するということ

があげられる。そこから必然的に,個 人の視点,個 人の論理を踏まえた理論の

枠組みが要求されるようになる。

本稿では,増 大しつつあるプロフェッショナル的な労働者の仕事 ・組織に対

する関わり方の特徴を概観し,そ れを踏まえて組織と個人の統合の枠組みと具

体的なプロセスを示す。そして最後に,こ のような統合を行ううえで必要な組

織の形態についても論じることにしたい。

II 企 業内プロフェッショナルの台頭

専門的な知識 ・技術 を用いて働 く人々は,絶 対数においてはもちろん,就 業

者全体に占める比率においても,一 貫 して増加傾向を示 している。たとえば総

務庁の 「労働力調査」では 「専門的 ・技術的職業従事者」 という分類が用いら

れているが,1975年 から1995年の20年間に,そ の数は361万人から790万人へ,

全体に占める比率は7.0%か ら12.2%へ と増加 している (第1図 ,第 2図 )。こ

の比率はアメリカなどと比べるとまだ低 く,今 後さらに高まることが予想され

る。

それでは,彼 らの仕事の専門性はどのように定義することができるのか。こ
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第 1図 専門的 ・技術的職業従業者 (就業者数)
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出所 :総務庁 「労働力調査」をもとに作成。

第 2図 専門的 ・技術的職業従事者 (構成比)
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出所 :第 1図に同じ。

こでは 「専門化」という概念を用いて,そ れを説明することにしたい。

いわゆる専門化には2種類の方向がある。ひとつはテイラー ・システムに象

徴されるような仕事の細分化であり, もうひとつは,医 師などに象徴されるよ
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うな職業の専門分化である。Thompson(1961)は ,前 者を 「課業の専門化」,

後者を 「人の専門化」として区別する。 「課業の専門化」は組織によるプロセ

スであり,一 般に機械化がそれを促進する。一方 「人の専門化」は社会的プロ

セスであり,特 定の職業が専門職 としての社会的承認を獲得しようと努力する

歴史のなかでそれは進んでいく。

本稿でいう 「専門化」は,「 人の専門化」の方向を意味し,社 会的には多様

な専門職の増殖という現象をもたらす。もちろん彼らは企業という組織によっ

て雇用される者ばかりではないが,社 会的,技 術的,お よび経済的な理由から

組織に雇用されて働 く形態が一般的になりつつある。さらに新しい専門的職種

のなかには,産 業社会の進展とともに発達した職種もある。

Reich(1991)は ,ア メリカ社会で働 く人々を,生 産労働者,サ ービス労働

者,お よび 「シンボリック・アナリスト」に分類する。シンボリック・アナリ

ストは,デ ータ,言 語,音 声などを操作し,問 題解決,問 題発見,戦 略的媒介

を行 うことによって,ボ ーダーレスな経済 (グローバル ・ウェブ)の なかで活

躍する人々である。具体的には,研 究科学者,設 計技術者,ソ フトウェア技術

者,建 設技術者,経 営コンサルタント,建 築コンサルタント,シ ステム ・アナ

リス ト,広 告プランナー,建 築家,工 業デザイナT,編 集者,ジ ャーナリスト,

それに大学教授などが含まれ,全 労働者の5分 の 1を 占める。

ところで,職 業社会学上,専 門的職種はプロフェッション (プロフェッショ

ナル)と して扱われることが多い。そして,典 型的なプロフェッションは,つ

ぎのような要件を備えた職業とされている。 1,長 期の教育訓練によって獲得

された専門的知識 ・技術を用いる職業であること。 2.サ ービスの提供にあた

っては,倫 理的規範に従い,私 的利益だけでなく公益への奉仕が求められるこ

と。 3.能 力的および倫理的基準を維持することを主目的とした職業団体が存

在していること。 4。 このような専門性,倫 理性を保証する内的規制が存在す

るため,専 門の領域においては公に認められた排他的権限が付与され,一 定の

2)Carr― Saunders=Wilson(1933),Greenwood(1957),Wilensky(1964).
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独立性 と自律性が備わっていること,な どである。これらの要件を備えた伝統

的なプロフェッショナル (プロフェッション)と しては,医 師,法 律家,科 学

者,聖 職者などがあげられる。

しかし,こ れらの伝統的なプロフェッショナルの多くはもともと独立自営が

通例であり,今 日組織の一員 として働 く場合 も,そ のほとんどが病院,弁 護士

事務所,大 学など,Etzioni(1964)の いう 「専門職組織」に属 している。こ

れらの組織は専門業務を遂行することを主目的に設立されたものであり,営 利

などを目的とする企業などの組織とは性格が異なる。Etzloniは,他 方の,企

業に代表されるような専門職の目的と組織の目的が異なる組織を 「非専門職組

織」と呼んでいる。

筆者は,企 業など非専門職組織に雇用されるプロフェッショナルの要件とし

て,専 門的知識 ・技術に基づ く職業であること,な らびに専門家団体あるいは

専門家社会の基準による能力その他の評価システムが何らかの形で存在してい

ることをあげている。ただ,前 述した 「人の専門化」という面からみた専門性,

それに後述するように現実の組織 ・仕事に対する関わり方,志 向という主観的

な側面に着目した場合,経 理,財 務,営 業などのような職も含む広い概念を用

いることが必要になってくる。そしてそれによって, よリー般的な視点から,

組織と個人の統合の問題,な らびにそれを踏まえたマネジメントを論じること

ができると考えられる。

そこで,専 門知識 ・技術を用いる業務に携わる者であり, しかもその仕事内

容が一定の (外部)汎 用性,完 結性, 自律性を備えている場合,彼 らを 「企業

内プロフェッショナル」と呼ぶことにする。したがつてこれは 「専門的技術的

職業従事者」よりも広い概念であり,前 述したシンボリック・アナリストもそ

の多くはこれに含まれる。

つぎに,企 業内プロフェッショナルの主な特徴について述べておきたい。

3)大 田 (1993)21頁。

4)こ こでいう 「企業」は,正 確には非専門職組織を意味する。したがつて行政機関なども

これに含まれる。
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第一の特徴は,い うまでもなく彼らの多くが産業の場で活動しているという

ことである。そして,個 人の専門的能力によって有形無形の報酬を獲得する。

そのため,欲 求充足の方法には個人主義的な色彩が濃く,仕 事の場においては,

何らかの形で競争原理が働いている。しかもそれは,最 終的に経済原則によっ

て支配されているのが普通である。したがって,伝 統的なプロフェッショナル

についての研究成果が彼らにそのまま当てはまるとはかぎらないのである。

伝統的なプロフェッショナルの場合,公 益への奉仕責任と高度の倫理性が求

められており,そ れに対応する排他的地位と特権が公的に付与されている。し

かし企業内プロフェッショナルの場合,そ うした地位や特権が与えられている

職種は少ない。したがって基本的には,彼 らに対して伝統的なプロフェッショ

ナルと同等の禁欲的行動, 自己犠牲を強いることはできない。

もちろん,彼 らが社会的に認知され,社 会的な評価を獲得するためには,一

定の社会的責任を果たすことが不可欠である。それはまた,彼 らの所属組織に

対する交渉力を高めるためにも必要な条件である。しかし,彼 らの社会的なら

びに組織内の位置づけからして,公 益への奉仕を第一義的な目的とすることが

求められるわけではない。企業の社会的責任についてはさまざまな議論がある

が,少 なくとも企業内プロフェッショナル個人のレベルでは,「 満足基準」で
,

応えることによって足りると解釈すべきであろう。

第二の特徴として,ユ ニバーサ リズムと仕事志向があげられる。

彼らは企業という組織に所属して働 く。したがって,何 らかの形で組織の利

益に貢献することが前提条件となる。しかし一方で,彼 らの活動領域は必ずし

も所属組織の内部に限定されず,彼 らの目的も組織の枠を超える。個々の企業

にとっても,特 定の職種に対する需要にはかぎりがあり,そ れがつねに変動す

る以上,専 門の仕事の継続を終身的に保障することはできない。したがって,

彼らが 「プロフェッショナル」としての専門性を維持し,独 自の目的を追求す

5)も っとも,そ の基準を具体的にどの程度とするかは,組 織および仕事の種類 (たとえば

業種や職種)に よって異なる。また,社 会的責任をどの主体が, どのようにして負担する

かについては,別 途詳細な議論が必要である。
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るためには,組 織が閉鎖的でないこと,少 なくとも最終的に移動可能性が留保

されていることが不可欠である。

このように企業内プロフェッショナルは,一 定の流動性を備えた産業社会の

産物であるといえる。さらに,雇 用の流動化は,個 人の価値観 ・志向や態度の

面でもプロフェッショナル化を推進する。個人のアイデンティティ,職 業生活

における拠 り所が,組 織の名声や内部のポス トなどから, 自分の能力,仕 事上

の業績,社会的評価 ・資格といったポータブルなものへと移っていくからである。

彼らは専門とする仕事のうえで能力を発揮し,そ の成果によって所属組織か

ら,ま た社会から有形無形の報酬を獲得 しようとする。そのためには,広 い意

味での社会的な要求に応えていかなければならない。仕事の性質においても,

また志向の面でも,彼 らは組織の枠を超えたォープンなシステムのなかで生き

ているのである。

IH 仕 事 ・組織への関わり方と統合の枠組み

1 プ ロフェッショナル ・モデル

企業内プロフェッショナルの仕事 と組織に対する関わり方は,つ ぎのように

モデル化することができる。

彼らは,専 門の仕事のうえで能力を発揮し,そ の業績によって専門家社会に

おける地位 と評価,金 銭的報酬などを獲得する。それによって,低 次の欲求は

もちろん,尊 敬 ・自尊, 自己実現,達 成といった高次の欲求も充足する。この

うち高次の欲求は,非 飽和的な性格が強い。したがって, より高い水準の日標

を定めて最大限の努力を継続するのである。すなわち個人と仕事との関係は,

March=Simon(1958)の いう 「最適基準」によって支配されているというこ

とができる。

一方で彼らは組織の一員としての地位を有し,組 織からさまざまな誘因を獲

得する。まず,低 次の欲求を充足するためには,安 定した生活や良好な人間関

係が必要である。また,専 門の仕事において能力を発揮するためには,設 備や
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材料,資 金などの物理的 ・経済的条件,そ れに情報,人 的支援,組 織のブラン

ド (看板)な どが不可欠である。 したがって,そ れらの誘因を獲得するため彼

らは組織に対 して依存することになる。ただそれらは,彼 らにとって一種の必

要条件 ということができる。 したがって,そ の性質上一定の水準で獲得できる

か否かが決定的に重要である。またそれらの多くは,組 織のメンバー として容

認される程度の貢献をしている者に対 しては付与されるのが普通である。その

ため彼らは,低 次欲求を充足し,ま た高次欲求充足のための条件を獲得するの

に必要な範囲で組織に対して直接貢献しようとするのである。すなわち,個 人

と組織との関係は 「満足基準」によって支配されていることになる。

要するに,彼 らの生き甲斐は高次欲求を直接充足することのできる専門の仕

事の方にあり,組 織はそのための手段として位置づけられているのである。筆

者が研究者,技 術者などを対象にして行った実証研究では,彼 らが専門の仕事

に第一義的な価値を見出し,組 織を手段視する傾向の強いことが明らかになっ

ている。また経営コンサルティング企業を対象とした研究でも, とくにアメリ

カ型の企業は,知 的刺激,情 報収集といったインフラストラクチャーの役割を
7)

果たしていることが報告されている。

このように,企 業内プロフェッショナルは,専 門の仕事に対しては最適基準,

所属組織に対しては満足基準で貢献するという分離した関わり方をしていると

考えられる。このような仕事 と組織への関わり方を概念的に表したものが,「プ

ロフェッショナル ・モデル」である。

D

2 組 織 と個人の問接統合

一方組織の側からは,彼 らの行動を組織の目的あるいは利益へ と結びつけて

いかなければならない。そこから,組 織 と個人の統合の問題が生れる。

広 く解釈するならば,こ れまでの経営学あるいは経営組織論は,組 織 と個人

6)

7)

8)

大田 (1993)第 2, 6章 。

村上 (1994)。

大田 (1993),(1994),Ohta(1994).
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の統合 の問題 を主要 なテーマ として扱 って きた といって もよい。Taylorの 科

学的管理法,Mayo,Roethlisbergerら による人間関係論 な ども,広 い意味で

は経営組織の目的と個人の目的をいかに調和させるかという問題意識に基づ く

ものであった。

そして,組 織と個人の統合の問題を真正面にすえて研究したのは,Argyris,

McGregor,Likertら に代表される新人間関係学派の人々である。彼らが用い

た統合の枠組みは,つ ぎのような考え方に基づ く。個人が組織の目的を受け入

れ,組 織全体に関わる重要な仕事を遂行することによって成長を遂げ, 自己実

現や達成感といった重要な報酬を得る。また組織は,そ の過程で個人から最大

限の貢献を引き出すことができる。このような伝統的な統合の枠組みを 「直接

(的)統 合」と呼ぶことにしている。直接統合では,全 体にかかわる意思決定

への参加,頻 繁な相互作用,豊 富なコミュニケーションなどが重視され,ま た

組織の類型としてはいわゆる有機的組織が理想とされる。

ここで重要な″点は,直 接統合が暗黙のうちに一定の人間像を措定しているこ

とである。主に組織のなかで能力を発揮し,そ こから得られる内的および外的

報酬によって,低 次の欲求はもちろん,高 次の欲求も充足できる人間である。

彼らは,組 織から得られる誘因によって主要な欲求を充足しようとする。その

ために組織に対して最大限の貢献をする。すなわち,プ ロフェッショナル ・モ

デルのように仕事 と組織とが別個のものとして認識されることはなく,組 織と

の関係は最適基準によって支配される。このような組織 (仕事)へ の関わり方

が 「組織人モデル」である。

組織 (仕事)に 対して組織人モデルのような関わり方をするに者には,た し

かに直接統合は有効である。前述したような組織構造とマネジメントをとおし

て,個 人の能力は最大限に発揮され,主 要な欲求は組織のなかで充足される。
の

そして,個 人の目標の達成は,組 織の目標達成に直結する。

9)目 的と目標はもちろん同じではない。本稿では一応,よ

的」,より派生的 ・具体的なものを 「目標」としているが,

る場合もある。

り基本的 ・抽象的なものを 「目

文脈によって互換的に用いてい
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しかし,個 人が仕事と組織に対してプロフェッショナル ・モデルのような関

わり方をする場合には,直 接統合は有効 とはいえない。彼らは組織に対して満

足基準で貢献しようとしているにもかかわらず,直 接統合はそのような個人の

限定的 ・手段的な関与を想定していない。したがって,彼 らにとって直接統合

は,主 要な欲求を充足するうえで役に立たないばかりか,場 合にょっては過大

な負担を強いるものとなる。

彼らに対しては,プ ロフェッショナル ・モデルを前提にした統合の枠組みが

必要になる。個人が専門の仕事のうえで能力を発揮して自己の目的を達成する。

それによって個人は主要な欲求を充足し,組 織は仕事の成果によって利益を得

る。このような統合の枠組みを 「間接 (的)統 合」と呼ぶ。第3図 は,問 接続

合を直接統合 と対比して示したものである。直接統合では,個 人が組織に参加

した段階で組織の目的を受け入れ,そ れを仕事上の目的として追求する。これ

に対して間接統合では,個 人は組織に属しながらも専門の仕事をとおして自己

の目的を追求するのである。

筆者が全国の主要企業を対象にして行った実証研究の結果では,企 業内プロ

フェッショナルに対しては,直 接統合よりも間接統合の方が有効なことが明ら
1 0 )

かになっている。

経済学,そ れに科学的管理法に代表される伝統的管理論では,経 済的誘因を

重視する経済人モデルを措定し,賃 金などの経済的誘因によって組織との統合

を図ろうとする。また,新 人間関係学派をはじめとする伝統的な直接統合の枠

組みは,暗 黙のうちに組織人モデルを前提にしている。しかし,今 日増大しつ

つある企業内プロフェッショナルの態度や行動パターンは,組 織人モデルより

もプロフェッショナル ・モデルに近似している。彼らと組織の統合を図るには,

プロフェッショナル ・モデルを前提にした問接統合の枠組みが有効なのである。

10)大 田 (1994),(1995)。
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えれば,彼 らが志向する専門家社会や市場から影響 を受けていることを意味す

る。第 3図 で示 したように,間 接統合においては個人の目的は社会的機能の面

から誘導されるが,そ れは第 4図 のような 4つ のタイプに分類することができ

る。

第4図 専 門家社会 ・市場との関係
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を行うようなことがある。

タイプII:市場ニーズによる誘導 (半独立型)

専門家社会はそれほど発達していないが,仕 事の成果が市場価値をもち,そ

れが組織の利益に直結するような職種がある。たとえば,一 部の営業職や社内

ベンチャーなどがこれに該当する。個人が仕事で成果をあげるためには,市 場

のニーズに直接応えなければならない。そして,市 場の要求に応えることは組

織の課題でもある。すなわち,個 人の目的は仕事の成果の市場価値によって誘

導され,組 織の目的と統合させるのである。

タイプIII:労働市場による誘導 (エリー ト・プロ型)

専門家社会はそれほど発達しておらず,ま た個人の仕事の成果が必ずしもそ

のまま市場価値をもつわけではないが,専 門の仕事の遂行をとおして組織の利

益に貢献する職種がある。労働市場が機能しているならば,個 人の能力 ・業績

は給与などの報酬に反映される。したがって個人が高い報酬を獲得するために

は,専 門の仕事をとおして組織に貢献し, 自己の市場価値を高める努力をする

必要がある。すなわち,労 働力の市場価値を媒介にして組織の目的と個人の目

的が統合されるのである。代表的な職種としては,ソ フト開発や情報処理の技

術者,さ まざまなコンサルタント,証 券ディーラー,編 集者, コピーライター,

塾の講師などがあげられる。彼らのなかには企業の顔として活躍するスター的

存在も含まれており,彼 らを引き留めるため, またその貢献に報いるため,高

額の金銭的報酬や高いポストが与えられているケースもある。

タイプ IV i職務内容による誘導 (職人型)

このタイプは,他 の 3タ イプとはやや性格を異にする。販売,経 理,財 務,

特許などの職種では職務が比較的標準化しやすいため,個 人よりもむしろ職種

ごとに労働力の市場価値が決まる。当該職務が市場価値を高めるためには,職

務の内容が社会的要求を反映することが不可欠である。したがって,そ れが間
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接的に個人の 目標 を誘導す ることになる。た とえば,情 報機器の発達 に伴 って

販売や経理の仕事のなかで定型的な作業の価値が低下 し,サ ー ビス的な要素が

いっそう重視されるようになったといわれている。同じ販売や経理という職種

でも,仕 事の内容がそれだけ変化したわけである。

2.マ ネジメントの要件

4つ の理念型で示したように,問 接統合という枠組みのなかでも個人の目的

を誘導するメカニズムは職種や仕事の特性によって異なる。したがって,そ こ

で必要とされるマネジメントも一様ではない。ここでは,そ れぞれのタイプに

求められるマネジメントの要件について述べておきたい。

① タイプI:研究者型

研究者,公 認会計士,建 築士などは,産 業社会で働 く典型的なプロフェッシ

ョナルといってもよい。彼らの準拠集団は専門家社会にあり,そ こで高い評価

を獲得することを最大の目的としていることが多い。したがって,組 織から獲

得する金銭的報酬や組織内の地位は,そ れほど大きな誘因とはならない。彼ら

にとってそれらの報酬は,い わば 「衛生要因」的な性質をもつにすぎない。ま

た,仕 事の成果が組織の利益に反映されるプロセスは迂回的である。そのため,

とくに短期の業績とリンクした報酬体系は,動 機づけの面において有効でない

ばかりか,公 平性,妥 当性の面でも問題がある。

プロフェッショナル ・モデルで示すように,一 般にプロフェッショナルは組

織に対して限定的に関与しようとする。彼らが組織に対してそのような関わり

方をし,専 門の仕事に専念するためには,公 式の規則や制度による立憲的保障

が必要である。とりわけタイプIでは,そ の重要性が高い。このタイプでは組

織の利益への貢献が迂回的であるため,短 期的 ・直接的貢献を優先しがちな組

織の行動との間で不一致が生じやすいからである。

11)大 田 (1993)第 4章 。
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論理的には,専 門家社会の評価基準や規範が社会的なニーズを何らかの形で

反映し,そ れが個人の目標を誘導している以上,マ ネジメントはその誘導メカ

ニズムに委ねておけばよいはずである。しかし現実には,専 門家社会によって

吸い上げられる社会的ユーズと企業の戦略的な重要性とがつねに一致するとは

かぎらないため,組 織と個人の目標の肌解が生じる可能性がある。また,必 ず

しもすべての者が高次欲求によって強く動機づけられているわけではない。し

たがって,プ ロフェッショナルの権利のみを制度的に保障するのはバランスを

欠き,そ れを企業に要求するのは無理がある。

そこで,業 績主義に代わる制度として,た とえば任期制のようなチェック・

システムが必要になる。また,一 定の権限が得られる地位に昇進できない場合

には転出するという,ア メリカのプロフェッショナル ・ファームでみられるよ

うな制度 (up‐or‐out promotional system)も適用の余地があるといえよう。

要するにこのような契約制度や慣行は,身 分や仕事上の諸条件に対する立憲的

保障と対応関係にあるものである。

② タ イプII:半独立型

このタイプでは,個 人が市場価値のある成果を産出し,そ れによって直接報

酬を獲得する。個人が仕事上の目的 (目標)を 自己の目的 (目標)と して追求

するためには,<努 力→専門の仕事における業績→報酬>と いう期待メカニズ

ムが働かなければならない。すなわち,仕 事上の成果が報酬に直結する,オ ペ

レーショナルなシステムが備わっていることが必要である。したがって究極的

には,組 織あるいは管理者の裁量が入る評価のプロセスはできるかぎり排除さ

れ,報 酬が成果に応じて自動的に決まるようなシステム,す なわち個人が自ら

「稼 ぐ」システムが取り入れられることが理想である。

このようなシステムで働 くことは,制 度上もまた意識の面でも,雇 用労働 と

自営業との境界が曖味になることを意味する。社内ベンチャーなどはその一例

12)Malos=Campion (1995).
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である。また,歩 合給の営業職などにも半独立 ともいえる就業形態がみられる。

なおこのタイプでは,個 人の独立性が高いため,組 織 との間で雇用契約や成

果の所有権その他に関する契約が必要になることが多い。営業などの仕事では,

顧客に関する情報がその市場価値 を反映する価格で売買されるようなシステム

も検討されるべ きではなかろうか。

③ タイプIII:エリート・プロ型

タイプ IIと違ってこのタイプでは,個 人は分業体制のなかで他の機能 と密

接な関係にある専門の仕事に携わる。したがって,個 人の仕事の成果が直接市

場価値をもつことは少ない。しかし,仕 事の出来不出来が個人の能力に大きく

依存し,個 々人の成果は比較的明確に識別できる。そのため,有 能な者は外部

からスカウトされることも珍しくなく, より有利な条件を求めて移動すること

は本人のキャリア向上にもつながる。

このような背景があるため,彼 らにとって専門分野でどれだけの評価を受け

どれだけの地位 。報酬を得ているかが大きな関心事になる。もちろん彼らがつ

ねに自らの市場価値を意識して行動しているわけではない。一般的には,専 門

の領域で「良い仕事」をしようと心がけているにすぎない。ただ,「良い仕事」

の基準が,突 き詰めると労働市場における評価に結びついている。すなわち,

労働市場における評価が潜在的な準拠枠 (frame of reference)を形成してい

るため,報 酬は能力 ・業績を表す一種のシンボルとしての意味をもつのである。

このタイプでは,個 人が組織の中心的な役割を担っていることも多く,ま た

他の職種 との間における機能上の相互依存も大きいため,個 人の目標と組織の

目標とを裁然と切 り離すことは難しい。そのため表面上は,個 人が専門の仕事

と所属組織の両方にコミットしているようにみえる場合が多い。しかし,上 述

したように彼らのキャリアは特定の組織内に限定されないこと,そ れに組織目

的への貢献があくまでも自分の専門とする仕事をとおしたものであることから

明らかなように,彼 らが追求しているのは組織の目的ではなく,あ くまでも自

己の仕事上の目的なのである。
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彼らの仕事の特性, とりわけ個人の能力によって成果に大きな格差が生じる

という点からも,ま たキャリア形成の特徴から考えても,マ ネジメントはいわ

ゆる個別管理に近いものにならざるを得ない。プロジェクト・チームとして働

くような場合も,個 人の分担が明白ならば,請 負形式にすることもひとつの選

択肢になるであろう。

④ タ イプIV:職 人型

これには,た とえば労働省の 「ビジネス ・キャリア制度」の対象とされてい

る財務,経 理など狭義の事務系専門的職種のほか,多 くの職人的な仕事も含ま

れる。このタイプでは,仕 事内容が比較的標準化されているため,個 人の仕事

上の目標は,職 務をより完全な形で遂行すること,そ して上位のランクの職務

に就き,質 の高い仕事,高 い地位 と報酬を得ることにおかれる。

具体的な報酬の金額をはじめ待遇は,世 間相場を反映したものでなければな

らない。ただこのタイプでは,個 人の能力による業績の格差が比較的生じにく

いので,業 績主義が適合する範囲はかぎられている。したがって報酬制度とし

ては,欧 米型の職務給に近いものになる。また,能 力を表す基準として,さ ま

ざまな資格制度を用いることができる。

マクロ的には,職 種別の労働市場が形成され,労 使関係の面においては職種

別組合が重要な役割を担うことになる。

V イ ンフラ型組織の構想

このように,間 接統合は複数のタイプに分類することができるが,仕 事が媒

体 となって組織と個人が統合されるという基本的な枠組みは共通する。したが

っていずれのタイプでも,個 人は専門の仕事の遂行をとおして自己の目的を追

求することが可能である。

それではつぎに,こ のような統合を行ううえで有効な組織形態について考え

てみたい。

そこで必要 とされ るのは,「 経済人モデル」 を前提に した機械的組織,官 僚
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制組織ではなく,ま た 「組織人モデル」を前提 とした直接統合で用いられる有

機的組織でもない。企業内プロフェッショナルには,純 粋な官僚制組織 (機械

的組織)も ,有 機的組織 も,そ のままでは適合 しないのである。

まず官僚制組織は,個 人の権利や自由を制度的に保障する立憲的な側面が備

わっているという″点で評価できるが,が んじがらめの規則や権限の序列,命 令

への絶対的服従というような負の側面を合わせもつ。一方有機的組織は,組 織

と個人の目的 ・利害が一致している場合には双方にとって合理的であるが,両

者の目的 ・利害が必ずしも一致せず,個 人が組織に対して限定的 ・手段的に関

与しようとする場合には問題がある。

前節で述べたように,間 接統合の具体的なプロセスは複数のタイプに分かれ

るが,共 通して求められるのはつぎのような特徴を備えた組織である。なお,

ここでは紙幅の関係もあり,要 点だけを列挙しておくにとどめる。

1.組 織に対して高度のコミットメントが要求されないこと。 2.意 思決定

への参加が限定されていること。すなわち, 自分の仕事に関係する範囲での発

言力は維持されているが,組 織全体に関わる意思決定への参加は強制されない

ことが重要である。 3.リ ーダーシップは 「委任型」に近いものであること。

4.移 動の障壁が低 く,労 働市場など外部の環境に対してオープンであること。

5.専 門とする仕事への従事,な らびに仕事を行ううえで必要な権限 ・自律性

などが立憲的に保障されていること。 6.仕 事を支援するハー ド面 (施設,設

備など),ならびにソフト面 (情報,最 終責任の担保など)の 条件が提供される

こと。 7.組 織目的を達成するうえで不可欠なコーディネーションが行われて

いること。

問接統合では,個 人は組織に参加 しながらも専門の仕事 をとおして自己の日

的を追求できること,仕 事の成果をとおして組織の利益に貢献できることが必

要である。仕事の主体は原則 として個人であり,個 人の仕事の調整は,主 に専

門家社会や市場 という外部の誘導メカニズムに委ねられる。 したがって組織構

13)大 田 (1996a)。

14)Hersey=Blanchard(1977).
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造はそれだけシンプルになり,個 人の活動を支援 して組織の利益に結びつける

機能が中心になる。すなわち一種のインフラス トラクチャー としての役割が求

められるわけであり,こ のような組織形態を 「インフラ型組織」と呼ぶことが

できよう。

このような組織はあくまでも理念型であるため,現 実にそのままの形で遍在

するわけではない。しかし,専 門職の比重が高い企業,あ るいは特定の部署に

おいてはこれに近い組織形態をみることはできる。たとえば,コ ンサルティン

グ会社,シ ステムハウス,大 手メーカーなどの研究所 (とりわけ基礎研究所や

中央研究所),建設会社の設計部門,ア パレル産業のデザイン部門,出 版社の編

集部,な どがあげられる。さらに,歩 合制や短期契約などの勤務形態にまで範

囲を広げれば,い くつかの業種 ・職種において, より理念型に近い形で存在し

ている。

もちろんこれらの組織が非専門職組織に属する以上,組 織の日標は必ずしも

個々人の目標の延長線上にあるわけではない。 したがって,そ こには一定の求

心力が必要であり,組 織に対 して強 くコミットするメンバーがいなければなら

ない。組織の目標 を見定め,広 い視野から組織の蛇取 りをする戦略スタッフで

ある。ただ,量 的および機能的な中心がプロフェッショナルによって占められ

るようになると,基幹部分はインフラ型組織のような形態へと変容するのでは

なかろうか。

V I 結

企業内プロフェッショナルは,絶 対数のうえでもまた社会および組織のなか

で占める比重においてもますます増大しつつある。さらに,こ こに掲げたよう

な職種以外でもプロフェッショナル化の趨勢はみられる。たとえば,こ れまで

典型的な 「組織人」に属すると考えられてきた一般事務職なども,プ ロフェッ

ショナル志向の強いことが明らかになっている。

15)太 田 (1994)。
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したがって今後条件次第では,組 織と仕事に対してプロフェッショナル ・モ

デルのような関わり方をする人々がいっそう増加することが予想される。そう

なると,暗 黙のうちに組織人モデルを前提にしていた従来の統合のシステムで

は対応できない領域が拡大する。経営の視点からも,ま た個の尊重という理念

に照らしても,新 しいパラダイムに基づいた統合のシステムを構築しなければ

ならない。間接統合の枠組みとそこから導き出されるマネジメント,な らびに

インフラ型組織の構想は,新 たなシステムづ くりの試みである。
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An Essay on a New lntegration System

of the Organization and the lndividual

Hajime Ohta

This article discusses a new system of integration between the

organization and the individual, focusing on professionalization.

The new system is based on a model that explains the patterns of

professional individuals'contributions to both their work and the

organization.Considering the model, ``indirect integration"‐ which

can be classified into four types based on the sort of work per‐

formed by the professionals‐ is a more effective theoretical frame―

work than``direct integration".As both bureaucracy and the or‐

ganic system of the organization may hinder the goals of profes‐

sional indiviuals, organization rnust be equipped with the following

characteristics: 1)non‐totalinvolvement of professionals within

the organization,  2)rules that secure through constitutional prin‐

ciples the autonomy and specialization of professionals,and  3)a

policy to provide rneans of support to assist professionals in achiev―

ing their、vork.Such organization can be called an``infrastructural

organization'l and iS part Of the new integration system.


